
市立柏原病院あり方検討委員会 第２回までの整理事項 

 

 

□現状と課題 

・「市立柏原病院経営強化プラン（令和６～９年度）」に基づき運営。 

・コロナ患者専用病床を廃止し、年間を通じて通常の病床運営を進めた。 

・コンサルタントを導入し積極的な集患活動を実施。 

・令和６年度決算は約７億 2,000 万円の経常赤字（２億 5,000 万円の基準外繰入）。 

・経常赤字の要因は人件費、光熱水費などの経費の増加の一方、入院収益の伸びが鈍化（病

床稼働率の低迷）。 

 

□委員会での整理事項 

・救急医療体制・地域医療連携の強化、地域包括ケア病棟への転換など、「市立柏原病院あ

り方検討委員会（前回：平成 26 年度設置）」での提言に基づく対応は実施済。 

→病床稼働率は目標値に届いていない。 

・紹介率が増加傾向の一方、病床稼働率（67.6%）は提言時の目標値（90%）に届いていない。 

→検査での紹介が多数で入院につながらない。 

・令和元年度（コロナ禍前）と令和６年度（コロナ禍後）の比較では、病床稼働率や入院患

者数が減少。 

→人口減少や受診控え、他の医療圏への患者流出。 

 

 

 

 

□中河内二次医療圏の現状 

・急性期病床が過剰で回復期病床が不足、回復期への転換が必要。 

・自医療圏の入院率は約７割と他医療圏（約８割）より低い。 

・今後は、地域包括ケア、回復期リハ等の需要の増加、周産期、小児等の需要減少の見込み。 

・要介護認定者は増加傾向（5.7 万人（2024 年度）→ 6.1 万人（2040 年度））。 

 

□新たな地域医療構想の方向性 

・85 歳以上の高齢者の増加や、医師の働き方改革に伴う人材確保の制約などが想定される。 

・「治す医療」の医療機関と「治し支える医療」の医療機関の役割を明確化、医療機関の連

携・再編・集約化が重要。地域で求められる機能を整理（右面） 

・「急性期拠点機能」は 20～30 万人に１医療機関、「高齢者救急・地域急性期機能」は幅広

い医療機関の確保が必要。 

・大阪府では、新たな地域医療構想を策定し、医療機関の役割分担を地域で協議予定。 

 

これまで提供してきた医療と地域で求められている医療との間に乖離が生じ

ている可能性がある。 

□今後の検討にあたって 

・市町村には、地域全体に係る医療提供体制の構築・維持や連携・再編・集約化の取組への

協力が求められる。 

・柏原病院においても、診療科の役割分担や不採算医療の確保の方法を含め、地域において

果たしていくべき役割を明確化する必要がある。 

 

□中河内二次医療圏における医療機関や診療実態について 

・資料２及び資料３を参照。 

 

 

 

 

 

（出典）：厚生労働省「第３回地域医療構想及び医療計画等に関する検討会」資料１より抜粋 

資料１ 


